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建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関して、以下につい

て引き続き積極的に実施するものとします。 

 

１ 地震ハザードマップの作成及び公表 

住宅や建築物の所有者が耐震化を自らの問題又は地域の問題としてとらえ、所有者又は

地域の耐震化に関する取り組みに活用することができるよう、今後、県又は村において地

震に関するハザードマップを作成し、ホームページ等で公表していくこととします。 

    

２ 相談体制の整備及び情報提供の充実 

村の相談窓口において、住宅等の所有者に対し、耐震診断及び耐震改修に関する相談や

耐震改修工法・専門家・標準契約書の紹介等の情報提供を行います。 

   また、チラシの配布や広報誌、パンフレット、ポスターホームページや新聞、テレビ等

あらゆる機会を通じ、耐震化に関する情報を発信していきます。 

   さらに、住宅所有者への情報提供がより有効であることから、耐震診断未実施の所有者

に対するダイレクトメール等による啓発、耐震診断支援をした所有者に対しては、診断結

果報告時等の機会をとらえ、耐震改修の補助制度の案内と併せて、改修事業者リストの提

示、改修費用の目安の提示等を合わせて行うことを推進します。 

 

３ パンフレットの作成及び配布並びにセミナー・講習会の開催 

住宅の簡易耐震診断や補助事業に関するものなど、各種パンフレットを作成・配布し、

耐震化に関する啓発を行います。 

また、県と連携し、自治会等の求めに応じて現地に出向き、耐震化の必要性や支援 

策などを直接住民に対し説明するなどの出前講座を行うとともに、住民に身近な地区公民

館等でも出張講座を実施します（表－３－１）。 

（表－３－１）これまでの出前講座の事例 

実施先 概   要 

自主防災組織、学校、 

自治会等 
耐震化の必要性、地震防災対策、制度の説明等 

 

４ リフォームにあわせた耐震改修の誘導 

   内外装の改修や水回りの更新、バリアフリー工事等の各種リフォーム工事、空き家対策

と連携した古民家リノベーション等による空き家の利活用時に併せて耐震改修を行うこ

とは、費用や施工面で効率的であることから、リフォームに併せた耐震改修を誘導します。 
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５ 地区等との連携策及び取り組み支援策について 

地域の人々が生活の場を皆で守るという考え方が重要です。 

地域において地震防災対策に取り組むことは、地震発生時の適切な対応に効果的であるば

かりでなく、平常時の防災訓練や地域における危険箇所の改善等の点検活動等、自主防災活

動が重要であることから、村において啓発や必要な支援を行います。 

 

６ 耐震改修促進税制等の周知 

  個人が一定の耐震改修工事を行った場合、改修工事を完了した年の所得税額が一定額控除

（耐震改修工事の標準的な費用の 10％相当額：上限 25 万円）でき、また、工事が完了し

た年の翌年度分の家屋にかかる固定資産税が減額（申請があった場合、翌年度分の固定資産

税が 2 分の 1 に減額：床面積 120 平方メートルが適用上限）できる等、税制の特例措置が

適用可能となっています（令和 2 年 4 月 1 日現在）。こうした税制も有効活用し、耐震改修

の促進につなげるため、制度の周知を徹底します。また、耐震改修をした、又はする中古住

宅の取得に伴う税制特例も多いことから、併せて周知を行います。 

 


